
法 令 試 験 問 題

事業者名

及び 採点

受験者氏名

（注意事項）

１．本問題中「事業者」とあるのは、「一般貸切旅客自動車運送事業者」を指します。

２．設問の文中には、条文の一部を省略しているものもあります。

【○×問題】

次の文章で正しいものに○印、間違っているものに×印を記入しなさい。

１点×２０＝２０点

（１）一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別ごとに受けな

ければならない。 （ ）

（２）一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金の設定又は変更の届出をしようとす

る者は、当該運賃及び料金の実施予定日の三十日前までに運賃及び料金設定（変更）

届出書を提出しなければならない。

（ ）

（３）道路運送法関係法令では、事業者は旅客に対して公平かつ懇切な取扱いをしなけ

ればならないと規定されているが、旅客以外の公衆に対する取扱いは定められてい

ない。

（ ）

（４）乗車定員十一人以上の自動車の使用者は、自動車の使用の本拠ごとに、自動車

の点検整備並びに自動車車庫の管理に関する事項を処理させるため整備管理者

を選任しなければならない。

（ ）

（５）一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金又は払戻に関する事項について、事業

計画に定めなければならない。

( ）

（６）旅客自動車運送事業者は、その住所が変更になった場合、その所有する事業用自

動車について、道路運送車両法の規定に基づき、変更登録の申請をしなければなら

ない。

（ ）



（７）旅客自動車運送事業運輸規則第四十七条の七第一項の規定に基づき一般貸切旅客

自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全にかかわる事項等（国土交通省告示第

1089号）に「事業用自動車に係る情報」は定めにない。
（ ）

（８）一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金は、利用者との間の契約に基づき運

送ごとに設定し、運送終了後に国に報告しなければならない。

（ ）

（９）一般旅客自動車運送事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の割り戻しを

してはならない。

（ ）

（10）運送引受書において、法定上記載しなければならない事項に○印を、記載しなく

てもよい事項には×印を（ ）内に記入しなさい。

①旅客が乗車する区間 （ ）

②運賃及び料金の額 （ ）

③乗務員の氏名 （ ）

④車両の初度登録年月日 （ ）

（11）旅客自動車運送事業者は、日々雇い入れる者を事業用自動車の運転者として選任

してはならない。

( ）

（12）旅客自動車運送事業の整備管理者は、事業用自動車の運転者等に対し、旅客自動

車運送事業運輸規則二十四条に規定する点呼を行い、報告を求め、確認を行い、指

示を与え、記録し、及びその記録を保存しなければならない。

（ ）

（13）事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送をして

はならない。

（ ）

（14）事業者は、事業用自動車の数が二百両以上でなければ、安全統括管理者を選任す

る必要はない。

（ ）

（15）一般旅客自動車運送事業者（路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者

を除く。）は、その事業を休止し、又は廃止しようとするときは、その三十日前ま

でに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（ ）



（16）一般貸切旅客自動車運送事業における事業用自動車には、その自動車の外側に「一

般」と表示しなければならない。

（ ）

（17）一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款を適用する場合において、事業者は、

災害その他の事故により乗車券を滅失した場合以外には、乗車券の再発行をしては

ならない。

（ ）

【選択問題】

次の文章の（ ）の中にあてはまる言葉を下から選び、記号を記入しなさい。

１点×１７＝１７点

（１）一般旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者は（ ）の拘禁刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることが無くなった日から５年を経過していな

ければならない。

ア．六ヶ月以上 イ．一年以上 ウ．二年以上

（２）事業者は、旅客に対する取扱いその他運輸に関して苦情を受け付けた場合には、法

令に掲げる事項を営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して（ ）間保存

しなければならない。

ア．一ヶ月 イ．六ヶ月 ウ．一年 エ．三年 オ．五年

（３）旅客自動車運送事業者は、輸送実績報告書を毎年（ ）までに行政庁に提出しな

ければならない。

ア．４月３０日 イ．５月３１日 ウ．６月３０日

（４）自動車運送事業の用に供する自動車は（ ）ごとに定期点検整備をしなければな

らない。

Ａ．三ヶ月 Ｂ．六ヶ月 Ｃ．一年

（５）運転者の連続運転時間は（ ）時間が限度である。また、１日の運転時間は２日

（始業時刻から起算して４８時間をいいます。）平均で（ ）時間が限度であり、

４週間を平均した１週間当たりの運転時間は原則として（ ）時間が限度である。

ア．３ イ．４ ウ．６ エ．７ オ．８ カ．９ キ．１０

ク．１３ ケ．１４ コ．１６ サ．４０ シ．４４ ス．４８

セ．５０ ソ．５１．５ タ．６０ チ．６２．５ ツ．６５

テ．７０ ト．７０．５ ナ．７１．５ ニ．７５ ヌ．８０



（６）事業者は、事業用自動車を（ ）しなければならない。

ア．可能な限り清潔に イ．常に清潔に保持 ウ．運行ごとに清掃

（７）旅客自動車運送事業者は、（ ）状態にある乗務員等を事業用自動車の運行に

従事させてはならない。

ア．運転が可能な イ．集中力が欠落した ウ．酒気を帯びた

（８）旅客自動車運送事業者は、アルコール検知器を営業所ごとに備え、（ ）保持

するとともに、乗務員の酒気帯びの有無について確認を行う場合には、運転者の状

態を目視等で確認するほか、当該運転者の属する営業所に備えられたアルコール検

知器を用いて行わなければならない。

ア．常時有効に イ．運行管理者が ウ．乗務員が

（９）一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金並びに（ ）を営業所その他の事

業所において公衆に見やすいように掲示しなければならない。

ア．就業規則 イ．運送約款 ウ．運行管理規程

（10）一般旅客自動車運送事業の管理の委託及び受託については、国土交通大臣の

（ ）を受けなければならない。

ア．免許 イ．許可 ウ．認可

（11）一般貸切旅客自動車運送事業者が使用する自動車が（ ）人以上の死者を生じる

事故を引き起こした場合は、二十四時間以内においてできる限り速やかにその事故

の概要を運輸支局長等に速報しなければならない。

ア．一 イ．二 ウ．五

（12）旅客自動車運送事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を常

時（ ）しておかなければならない。

ア．確保 イ．選任 ウ．募集

（13）一般旅客自動車運送事業者は、（ ）の変更をしようとするときは、国土交通大

臣の認可を受けなければならない。

ア．運行計画 イ．事業計画 ウ．運行回数



（14）旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車の運転者に対し、主として運行する路

線又は営業区域の状態及びこれに対処することができる運転技術並びに法令に定め

る（ ）に関する事項について適切な指導監督をしなければならない。

ア．自動車の運転 イ．事業計画 ウ．運行管理

（15）旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者は、乗務しようとするとき及び乗務

を終了したときは、当該旅客自動車運送事業者が行う（ ）を受け、報告をする

こと。

ア．点呼 イ．確認 ウ．面談

【筆記問題】 １点×３＝３点

（１）下記の文章は、ある制度の概要を説明したものです。その制度の正式名称を答えな

さい。

安全は公共交通機関の最も基本的なサービスであり、公共交通機関に対する国民の信

頼の根本を成すものである。

しかしながら、鉄道分野では、平成１７年４月２５日にはＪＲ福知山線における死者１

０７名、負傷者５６２名という未曾有の大惨事や、有人踏切において列車接近中に遮断機

を上昇させて通行者が亡くなるという事故等が発生した。また、同時期に、航空分野にお

いても、我が国航空輸送事業者における管制指示違反、不適切な整備の実施等々、数多く

のトラブルが発生しており、さらに、自動車分野や海運分野においても様々な事故・トラ

ブルが多発した。

これらの事象は、多くの場合において、共通する因子としてヒューマンエラーとの関連

が指摘されており、なぜそのようなエラー・不注意を招いたのか、その背後関係を調べる

ことが重要であるため、国土交通省では「公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策

検討委員会」を設置し、各交通モードを横断的に、ヒューマンエラー発生のメカニズムを

検証し、平成１７年８月に中間とりまとめが、平成１８年３月に最終とりまとめが行われ

た。

これらの「とりまとめ」においては、運輸事業者（以下「事業者」という。）自らが経

営トップから現場まで一丸となり安全管理体制を構築することと、その安全管理体制の実

施状況を国が確認する「運輸安全マネジメント評価」の仕組みを導入することなど、新た

な具体的な方向性が示された。

国土交通省においては、この新たな方向性を踏まえて、事業者の安全管理体制の構築の

ための関係法令を改正し、平成１８年１０月から（ ）を導入し、運輸安全マネジ

メント評価を実施している。

答．

（問題は次ページに続く）



（２）次の文中の（ ）内に当てはまる語句を記入しなさい。

旅客自動車運送事業者は、乗務員等が事業用自動車の運行の安全の確保のために遵

守すべき事項及び乗務員等の（ ）についての規律を定めなければならない。

答．

（３）一般旅客自動車運送事業の運送約款に定める事項として、法令で規定されている事

項を１つ正確に記入しなさい。

答．



法 令 試 験 問 題 模範解答

事業者名

及び 採点

受験者氏名

（注意事項）

１．本問題中「事業者」とあるのは、「一般貸切旅客自動車運送事業者」を指します。

２．設問の文中には、条文の一部を省略しているものもあります。

【○×問題】

次の文章で正しいものに○印、間違っているものに×印を記入しなさい。

１点×２０＝２０点

（１）一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別ごとに受けな

ければならない。（道路運送法第４条）

（ ○ ）

（２）一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金の設定又は変更の届出をしようとす

る者は、当該運賃及び料金の実施予定日の三十日前までに運賃及び料金設定（変更）

届出書を提出しなければならない。（道路運送法施行規則１０条の２）

（ ○ ）

（３）道路運送法関係法令では、事業者は旅客に対して公平かつ懇切な取扱いをしなけ

ればならないと規定されているが、旅客以外の公衆に対する取扱いは定められてい

ない。（運輸規則第２条）

（ ✕ ）

（４）乗車定員十一人以上の自動車の使用者は、自動車の使用の本拠ごとに、自動車

の点検整備並びに自動車車庫の管理に関する事項を処理させるため整備管理者

を選任しなければならない。（道路運送車両法第５０条第１項）

（ ○ ）

（５）一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金又は払戻に関する事項について、事業

計画に定めなければならない。（施行規則第４条）

( × ）

（６）旅客自動車運送事業者は、その住所が変更になった場合、その所有する事業用自

動車について、道路運送車両法の規定に基づき、変更登録の申請をしなければなら

ない。（道路運送車両法第１２条）

（ ○ ）



（７）旅客自動車運送事業運輸規則第四十七条の七第一項の規定に基づき一般貸切旅客

自動車運送事業者が公表すべき輸送の安全にかかわる事項等（国土交通省告示第

1089 号）に「事業用自動車に係る情報」は定めにない。（運輸規則第４７条の７）
（ ✕ ）

（８）一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金は、利用者との間の契約に基づき運

送ごとに設定し、運送終了後に国に報告しなければならない。（道路運送法第９条

の２）

（ ✕ ）

（９）一般旅客自動車運送事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の割り戻しを

してはならない。（道路運送法第１０条）

（ ○ ）

（10）運送引受書において、法定上記載しなければならない事項に○印を、記載しなく

てもよい事項には×印を（ ）内に記入しなさい。（運輸規則第７条の２）

①旅客が乗車する区間 （ ○ ）

②運賃及び料金の額 （ ○ ）

③乗務員の氏名 （ × ）

④車両の初度登録年月日 （ × ）

（11）旅客自動車運送事業者は、日々雇い入れる者を事業用自動車の運転者として選任

してはならない。（運輸規則第３６条）

( ○ ）

（12）旅客自動車運送事業の整備管理者は、事業用自動車の運転者等に対し、旅客自動

車運送事業運輸規則二十四条に規定する点呼を行い、報告を求め、確認を行い、指

示を与え、記録し、及びその記録を保存しなければならない。（運輸規則第４８条）

（ ✕ ）

（13）事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送をして

はならない。（道路運送法第２０条）

（ ○ ）

（14）事業者は、事業用自動車の数が二百両以上でなければ、安全統括管理者を選任す

る必要はない。（道路運送法第２２条の２）

（ ✕ ）



（15）一般旅客自動車運送事業者（路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者

を除く。）は、その事業を休止し、又は廃止しようとするときは、その三十日前ま

でに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。（道路運送法第３８条）

（ ○ ）

（16）一般貸切旅客自動車運送事業における事業用自動車には、その自動車の外側に「一

般」と表示しなければならない。（道路運送法第９５条、道路運送法施行規則第６

５条）

（ ✕ ）

（17）一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款を適用する場合において、事業者は、

災害その他の事故により乗車券を滅失した場合以外には、乗車券の再発行をしては

ならない。（標準運送約款第９条）

（ × ）

【選択問題】

次の文章の（ ）の中にあてはまる言葉を下から選び、記号を記入しなさい。

１点×１７＝１７点

（１）一般旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者は（ イ ）の拘禁刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることが無くなった日から５年を経過していな

ければならない。（道路運送法７条）

ア．六ヶ月以上 イ．一年以上 ウ．二年以上

（２）事業者は、旅客に対する取扱いその他運輸に関して苦情を受け付けた場合には、法

令に掲げる事項を営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して（ ウ ）間保存

しなければならない。（運輸規則第３条）

ア．一ヶ月 イ．六ヶ月 ウ．一年 エ．三年 オ．五年

（３）旅客自動車運送事業者は、輸送実績報告書を毎年（ イ ）までに行政庁に提出しな

ければならない。

ア．４月３０日 イ．５月３１日 ウ．６月３０日

（４）自動車運送事業の用に供する自動車は（ Ａ ）ごとに定期点検整備をしなければな

らない。（車両法４８条）

Ａ．三ヶ月 Ｂ．六ヶ月 Ｃ．一年



（５）運転者の連続運転時間は（ イ ）時間が限度である。また、１日の運転時間は２日

（始業時刻から起算して４８時間をいいます。）平均で（ カ ）時間が限度であり、

４週間を平均した１週間当たりの運転時間は原則として（ サ ）時間が限度である。

ア．３ イ．４ ウ．６ エ．７ オ．８ カ．９ キ．１０

ク．１３ ケ．１４ コ．１６ サ．４０ シ．４４ ス．４８

セ．５０ ソ．５１．５ タ．６０ チ．６２．５ ツ．６５

テ．７０ ト．７０．５ ナ．７１．５ ニ．７５ ヌ．８０

（６）事業者は、事業用自動車を（ イ ）しなければならない。（運輸規則第４４条）

ア．可能な限り清潔に イ．常に清潔に保持 ウ．運行ごとに清掃

（７）旅客自動車運送事業者は、（ ウ ）状態にある乗務員等を事業用自動車の運行に

従事させてはならない。（運輸規則２１条）

ア．運転が可能な イ．集中力が欠落した ウ．酒気を帯びた

（８）旅客自動車運送事業者は、アルコール検知器を営業所ごとに備え、（ ア ）保持

するとともに、乗務員の酒気帯びの有無について確認を行う場合には、運転者の状

態を目視等で確認するほか、当該運転者の属する営業所に備えられたアルコール検

知器を用いて行わなければならない。（運輸規則２４条）

ア．常時有効に イ．運行管理者が ウ．乗務員が

（９）一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金並びに（ イ ）を営業所その他の事

業所において公衆に見やすいように掲示しなければならない。（道路運送法１２条）

ア．就業規則 イ．運送約款 ウ．運行管理規程

（10）一般旅客自動車運送事業の管理の委託及び受託については、国土交通大臣の

（ イ ）を受けなければならない。（道路運送法３５条）

ア．免許 イ．許可 ウ．認可

（11）一般貸切旅客自動車運送事業者が使用する自動車が（ ア ）人以上の死者を生じ

る事故を引き起こした場合は、二十四時間以内においてできる限り速やかにその事

故の概要を運輸支局長等に速報しなければならない。（事故報告規則４条）

ア．一 イ．二 ウ．五



（12）旅客自動車運送事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を常

時（ イ ）しておかなければならない。（運輸規則３５条）

ア．確保 イ．選任 ウ．募集

（13）一般旅客自動車運送事業者は、（ イ ）の変更をしようとするときは、国土交通

大臣の認可を受けなければならない。（道路運送法１５条）

ア．運行計画 イ．事業計画 ウ．運行回数

（14）旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車の運転者に対し、主として運行する路

線又は営業区域の状態及びこれに対処することができる運転技術並びに法令に定め

る（ ア ）に関する事項について適切な指導監督をしなければならない。（運輸

規則３８条）

ア．自動車の運転 イ．事業計画 ウ．運行管理

（15）旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者は、乗務しようとするとき及び乗務

を終了したときは、当該旅客自動車運送事業者が行う（ ア ）を受け、報告をする

こと。（運輸規則５０条１項）

ア．点呼 イ．確認 ウ．面談

【筆記問題】 １点×３＝３点

（１）下記の文章は、ある制度の概要を説明したものです。その制度の正式名称を答え

なさい。

安全は公共交通機関の最も基本的なサービスであり、公共交通機関に対する国民の信

頼の根本を成すものである。

しかしながら、鉄道分野では、平成１７年４月２５日にはＪＲ福知山線における死者１

０７名、負傷者５６２名という未曾有の大惨事や、有人踏切において列車接近中に遮断機

を上昇させて通行者が亡くなるという事故等が発生した。また、同時期に、航空分野にお

いても、我が国航空輸送事業者における管制指示違反、不適切な整備の実施等々、数多く

のトラブルが発生しており、さらに、自動車分野や海運分野においても様々な事故・トラ

ブルが多発した。

これらの事象は、多くの場合において、共通する因子としてヒューマンエラーとの関連

が指摘されており、なぜそのようなエラー・不注意を招いたのか、その背後関係を調べる

ことが重要であるため、国土交通省では「公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策

検討委員会」を設置し、各交通モードを横断的に、ヒューマンエラー発生のメカニズムを

検証し、平成１７年８月に中間とりまとめが、平成１８年３月に最終とりまとめが行われ

た。

これらの「とりまとめ」においては、運輸事業者（以下「事業者」という。）自らが経



営トップから現場まで一丸となり安全管理体制を構築することと、その安全管理体制の実

施状況を国が確認する「運輸安全マネジメント評価」の仕組みを導入することなど、新た

な具体的な方向性が示された。

国土交通省においては、この新たな方向性を踏まえて、事業者の安全管理体制の構築の

ための関係法令を改正し、平成１８年１０月から（ ）を導入し、運輸安全マネジ

メント評価を実施している。

（運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライン）

答． 運輸安全マネジメント制度

（２）次の文中の（ ）内に当てはまる語句を記入しなさい。

旅客自動車運送事業者は、乗務員等が事業用自動車の運行の安全の確保のために遵

守すべき事項及び乗務員等の（ ）についての規律を定めなければならない。（運

輸規則第４１条）

答． 服務

（３）一般旅客自動車運送事業の運送約款に定める事項として、法令で規定されている事

項を１つ正確に記入しなさい。（道路運送法施行規則第１２条）

答．事業の種別、運賃及び料金の収受又は払い戻しに関する事項、運送の引き受け

に関する事項、運送責任の始期及び終期、免責に関する事項、損害賠償に関する

事項、その他運送約款の内容として必要な事項


